
 

令和６年度「なでしこの芽」募集要項 

 

１ 事業の趣旨 

  本事業は、女性からモノやサービスについてのアイデアを募集し、その中から優れたものを

「なでしこの芽」として認定・公表するとともに、アイデアの商品化に向けて支援先の紹介等

を行うことで、女性の仕事への意欲を刺激するとともに起業を促進し、併せて企業における女

性の採用意欲を喚起するものです。 

なお、個人のアイデアを企業が商品化する「なでしこの種」は、近年認定されたアイデアが

なく、過去の認定アイデアも、その後認定者自らが商品化しているケースが多いため、令和５

年度から募集を休止しています。 

 

２ 応募資格 

  神奈川県に在住、在勤、または在学の女性のうち、次のすべての要件を満たす方とします。 

（１）神奈川県税の未納がないこと 

（２）神奈川県暴力団排除条例第２条第４号で定める暴力団員等に該当しないこと 

 

３ 認定対象 

神奈川県内に在住、在勤または在学する女性からの、モノやサービスに関するアイデアのう

ち、次の要件を満たすものとします。 

（１）応募者自らが考え、商品化に取り組むアイデアであること 

（２）応募時点で、同様のアイデアに基づく商品が存在しないこと 

    

４ 認定によるメリット等 

（１）県はアイデアの商品化に向けた支援として、応募者が希望に応じて、公益財団法人神奈川

産業振興センター（ＫＩＰ）等への橋渡しを行います。 

（２）認定アイデアが商品化された場合、県は、報道機関への情報提供を行うとともに、ホーム

ページやＳＮＳ等により、商品化された認定アイデアを、女性が自ら考え、商品化に取り組

んだものとして積極的に広報します。 

 ※ 県による支援は、アイデアを認定した日の属する年度の翌々年度の３月 31 日までとしま

す。（令和６年度認定の支援期間：アイデアを認定した日から令和９年３月 31日まで） 

 

５ 応募方法 

（１）募集期間 

   令和６年７月 19日（金）～９月 30 日（月）（必着） 

 

（２）提出書類、部数及び提出方法 

 提出書類 部数 提出 提出方法 

① 認定申請書 １部 必須 

郵送又は持参 ② 誓約書 １部 

③ 補足資料 １部 任意 

 

（３）提出先 

  〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 

神奈川県産業労働局労働部 雇用労政課 雇用対策グループ 

※令和６年９月 30日（月）必着。持参の場合、同日 17時 15 分まで 



 

 

（４）留意事項 

  ア ①認定申請書及び②誓約書については、県のホームページからダウンロードが可能です。 

（県のホームページ：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/z4r/nadeshiko/boshu.html） 

イ 認定申請書の記載にあたっては、文字数を指定している記入欄を除き、入力する文字数

に応じて記入欄を変更し、その結果、ページ数が増えても構いません。 

ウ 提出書類は返却しませんので、予め控えを作成して保管してくださるようお願いします。 

エ 提出書類は、当該事業の審査及び審査結果の公表以外の目的には使用しません。 

オ 応募するアイデアについて、応募者は、必要に応じて自ら権利保全を行ってください。 

カ 申請するアイデアに基づく類似商品が存在しないか確認の上、ご応募ください。 

 

６ 審査 

（１）事務局の一次審査及び有識者等によるアドバイザリー委員会での評価を経て、県知事が決

定します。 

（２）評価項目 

① アイデアのコンセプト 

② 商品化の可能性 

③ 市場評価の見込 

（３）留意事項 

① 選考は、原則として提出書類により実施しますが、必要に応じて、申請受付後に電話や

現地調査などによるヒアリングの実施や、補足資料の提出などを依頼する場合があります。 

② 空欄となっている評価項目は、原則、０点として採点します。 

③ 次のいずれかに該当する場合には、審査対象から除外することがあります。 

   ア 提出書類に不備がある場合 

   イ この要項に定める応募資格及び認定対象の要件を満たさない場合 

ウ この事業の趣旨に明らかに合わないアイデアと認められた場合 

エ 応募時点で、同様のアイデアに基づく商品の存在が認められた場合 

 

７ その他 

  認定後、次のいずれかに該当した場合、当該アイデアに係る認定を取り消します。 

（１）応募者が、この要項に定める応募資格の要件を満たさないことが判明した場合 

（２）認定アイデアが、この要項に定める認定対象の要件を満たさないことが判明した場合 

（３）認定申請書に記載された内容が事実と異なっている場合 

（４）応募者以外の第三者が提出書類や誓約書を作成したことが判明した場合 

 

８ 審査結果の通知 

審査結果については、県から応募者に対し、令和７年１月下旬に郵送等により通知する予定

です。 


